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◆◆◆◆　　　　財政健全化財政健全化財政健全化財政健全化にににに向向向向けたけたけたけた挑戦挑戦挑戦挑戦

　京丹後市行財政改革大綱に基づく行財政改革推進計画（集中改革プラン）並びに

京丹後市総合計画との整合を図りながら、本格的なまちづくりを進めるため『費用対

効果』と『優先順位』によるメリハリのある予算を編成

➯ 引引引引きききき続続続続きききき、、、、平成平成平成平成２１２１２１２１年度年度年度年度でのでのでのでの財政規模財政規模財政規模財政規模

２７０２７０２７０２７０億円程度億円程度億円程度億円程度（（（（一般会計一般会計一般会計一般会計ベースベースベースベース））））をををを目指目指目指目指すすすす

➯ 平成平成平成平成１９１９１９１９年度年度年度年度のののの予算規模等予算規模等予算規模等予算規模等

　　当初予算の規模

２８８億３,０００万円（⑱　２８４億５,０００万円）３億８,０００万円増

※前年度比　１.３％  〔 ⑲地方財政計画　０.０％ 〕

２４２億８,９６０万円（⑱　２３６億９,０５０万円） ※前年度比   　２.５％ １４会計

  ７６億６,９１８万円（⑱　  ７５億２,２２５万円） ※前年度比　　 ２.０％ 　２会計

６０７億８,８７８万円（⑱　５９６億６,２７５万円） ※前年度比　　 １.９％

　平成１９年度一般会計当初予算フレーム

　　　　予算予算予算予算のののの編成方針編成方針編成方針編成方針

　　　　当初予算当初予算当初予算当初予算のののの規模等規模等規模等規模等

行財政改革推進計画行財政改革推進計画行財政改革推進計画行財政改革推進計画にににに準拠準拠準拠準拠するようするようするようするよう約約約約２８４２８４２８４２８４億円億円億円億円をををを基礎的規模基礎的規模基礎的規模基礎的規模としてとしてとしてとして目目目目

標標標標としつつとしつつとしつつとしつつ、、、、必要最小限必要最小限必要最小限必要最小限のののの新規事業新規事業新規事業新規事業やややや市民生活市民生活市民生活市民生活においてにおいてにおいてにおいて先延先延先延先延ばしできばしできばしできばしでき

ないないないない情報化情報化情報化情報化のののの地域格差解消地域格差解消地域格差解消地域格差解消となるとなるとなるとなるブロードバンドネットワークブロードバンドネットワークブロードバンドネットワークブロードバンドネットワーク整備事業整備事業整備事業整備事業

などのなどのなどのなどの懸案事業懸案事業懸案事業懸案事業についてはについてはについてはについては積極的積極的積極的積極的にににに計上計上計上計上

　【　【　【　【行財政改革行財政改革行財政改革行財政改革をををを進進進進めつつめつつめつつめつつ、、、、<<<<選択選択選択選択とととと集中集中集中集中>>>>によるによるによるによる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地域力地域力地域力地域力・・・・市民力市民力市民力市民力のののの開拓支援型予算開拓支援型予算開拓支援型予算開拓支援型予算】】】】
　　　　　　　　　　　　　　　～　　　　　　　　　　　　　　　～　　　　　　　　　　　　　　　～　　　　　　　　　　　　　　　～丹後丹後丹後丹後のののの底力底力底力底力のののの再生再生再生再生～～～～

特 別 会 計

企 業 会 計

計

一 般 会 計

　　　　　　　　平成平成平成平成１９１９１９１９年度一般会計当初予算年度一般会計当初予算年度一般会計当初予算年度一般会計当初予算　　　　　　　　２８８２８８２８８２８８億億億億３３３３,,,,００００００００００００万円万円万円万円（（（（対前年対前年対前年対前年１１１１....３３３３％）％）％）％）

　
　　　　　平成１９年度末市債残高見込　４３３億７,２１４万円（対１８年度末　△１１億５６６万円、△２.５％）
　
　　　　　　　➭京丹後市発足以来４年連続で市債残高が減少
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　　主な歳入のポイント（一般会計）

(1) ５９億１,９１４万円（⑱　５０億８,８７２万円）　８億３,０４２万円増

前年度比　１６.３％ 〔 ⑲地方財政計画　１５.７％ 〕

※内訳 ・税源移譲分 　　 ５億６,６５５万円

・定率減税等影響分  ８,６７２万円

・上記以外　　　 ５２億６,５８７万円　（⑱５０億８,８７２万円) 　

（税源移譲分等を除いた場合の前年比　　３.５％) 

(2) １１５億円（⑱　１１６億５,０００万円）　△１億５,０００万円

前年度比　△１.３％ 〔 ⑲地方財政計画　△４.４％ 〕

※臨時財政対策債を含めた場合

１２４億円（⑱　１２６億３,０００万円) 

前年度比　△１.８％ 〔 ⑲地方財政計画　△５.２％ 〕

(3) ３５億２,８７０万円（⑱　３０億９,１００万円）　４億３,７７０万円増

前年度比　１４.２％ 〔 ⑲地方財政計画　△１０.８％ 〕

※うち　臨時財政対策債　９億円（⑱　９億８,０００万円）　△８.２％

〔 ⑲地方財政計画　△９.５％ 〕

⇒　地方債依存度　１２.２％（⑱　１０.９％） 　〔 ⑲地方財政計画　１１.６％ 〕

⇒　プライマリーバランス　１８億６,０８６万円黒字

⇒　年度末市債残高見込額　４３３億７,２１４万円（⑱　４４４億７,７８０万円）　△２.５％　

　　 住民１人当たりの市債額（一般会計）　67.8万円（⑱ 68.7万円）

※全会計の市債残高　８００億８,９６９万円（⑱　８０３億６,１３７万円）　△０.３％

　　主な歳出のポイント（一般会計）

(1) ６５億５,１１６万円（⑱　６７億１,６７６万円）　△１億６,５６０万円

前年度比　△２.５％

６０億１８８万円（⑱　６１億６,９３３万円）　△２.７％　　〔⑲地方財政計画　△０.３％〕

※職員数（一般会計）　７９６人（⑱　８４１人）　△４５人、△５.４％　　

６,１１７万円（⑱　６,１１２万円）　０.１％

１億９,３６５万円（⑱　１億９,６９０万円）　△１.７％

２億９,４４６万円（⑱　２億８,９４１万円）　１.７％

(2) ３８億６,０７８万円（⑱　３２億１,５９８万円）　６億４,４８０万円増

前年度比　　２０.１％ 　〔 ⑲地方財政計画　△１４.９％（乖離是正実質分△３.０％) 〕

○その他委員

市 税

地 方 交 付 税

市 債

⑲　63,933人　 　⑱  64,733人

○職員給与　　　

○市長等

○議員

人 件 費

投 資 的 経 費
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○普通建設事業費 ３８億６,０７８万円（⑱　３２億１,２２６万円）　６億４,８５２万円増

前年度比　　２０.２％

○災害復旧費 ０円（⑱　３７２万円）　△３７２万円

前年度比　　△１００.０％

(3) ７５億４,６３７万円（⑱　７２億６,１４４万円）　２億８,４９３万円増

（下記の扶助費を除く） 前年度比　３.９％　　　〔 ⑲地方財政計画　３.５％（乖離是正実質分△０.９％) 〕

◆主なもの

○物件費 ４５億７,３４６万円（⑱　４５億６,８５９万円）　４８７万円増

前年度比　　０.１％

○補助費等 ２５億４１５万円（⑱　２２億６,４１９万円）　２億３,９９６万円増

前年度比　１０.６％

※病院事業への補助金（繰出金) が大きく増加

7億円（⑱　4億7,000万円) 　2億3,000万円増

○投資及び出資金 ２億４,０００万円（⑱　２億円）　４,０００万円増

※合併に伴う上水道広域化事業への出資金の増

(4) ２７億１０８万円（⑱　２７億２,０７６万円）　△１,９６８万円

前年度比　△０.７％

・児童手当　４億６,４３１万円（⑱　４億５,９６２万円）　４６９万円

前年度比　１.０％

※乳幼児加算の創設に伴う影響額 　３,５４６万円増

    ０歳から３歳未満の児童に対する児童手当の月額を一律１万円に増額

     （従前は第一子・第二子５千円、第三子以降１万円）

・養護老人ホーム入所措置費　１億６,９７１万円（⑱　２億９４８万円）　△３,９７７万円

前年度比　△１９.０％

※介護保険法改正に伴う養護老人ホーム費用措置基準の見直しによる

・障害者福祉サービス費　８億４,３８６万円（⑱　７億６,９６０万円） ７,４２６万円

前年度比　９.６％

※平成１８年４月１日から障害者自立支援法が施行されたことに伴う事業の見直し

・その他、地域再建被災者住宅等支援補助金及び生活保護費の減等

(5) １億８,８２９万円（⑱　２億４万円）　△１,１７５万円

前年度比　△５.９％　　　〔 ⑱地方財政計画　０.０％ 〕

(6) ２５億９,１７６万円（⑱　２８億８１５万円）　△２億１,６３９万円

前年度比　△７.７％　　 〔 ⑲地方財政計画　△０.４％ 〕

※公共下水道会計において、資本費平準化債を活用し一般会計からの繰出金を抑制

6億166万円（⑱　9億1,500万円) 　△3億1,334万円

維 持 補 修 費

繰 出 金

※総合計画策定後、初めての通年予算編成であり、合併時からの懸案の大型事業を計上したため、投資的経
費は増加している。また、水道会計及び下水道会計の投資的経費の伸びが著しいため、19年度の本市の投資
的経費総額は、大きく増加している。

　　・ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞﾈｯﾄﾜｰｸ整備事業　3.2億円 　        　・河辺西部農村振興総合整備事業   4.1億円
　　・防災行政無線整備事業          3.4億円　　　　    ・網野中学校管理棟改築事業　　　　 5.5億円

一 般 行 政 経 費

扶 助 費
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(7) ５３億９,０５６万円（⑱　５５億２,６８８万円）　△１億３,６３２万円

前年度比　△２.５％　　 〔 ⑲地方財政計画　△１.１％ 〕

　　行財政改革推進計画（集中プラン）実施プログラムの当初予算への反映状況

■ 予算総額規模

（⑱　２８７億３,９００万円) 

（⑱　２８４億５,０００万円) 

■ 人件費

（※実質　６４億８,０９３万円) 

※平成19年度は、選挙関係人件費（７,０２３万円) が増加しているため、実質的な人件費は６４億８,０９３万円

→給与の見直し

職員給料の２.０％減額　　※行政職給料表３級以下・５５歳以上（管理職除く。）は１.０％の減額

管理職手当の２０％減額

※一般会計

→常勤特別職の給料見直し

市長等給料の自主抑制分１０％

→議会議員の報酬見直し

議会議員報酬の自主抑制分５％

→職員数の計画的削減

平成１９年度　７９６人（⑱　８４１人） 一般会計 △45人　△5.4%

退職者△５１人、新規採用５人、会計間異動２人、派遣△１人　計△４５人

【平成19年度行革目標】

（行革目標比較　 ４億４,７００万円、１.６％） 

１,０２０万円の削減

６５億５,１１６万円

（行革目標比較　　△７万円） 

２８３億８,３００万円

２８８億３,０００万円

６４億８,１００万円

公 債 費

※旧町既往債償還のピークを過ぎたこと。合併後の市債借入抑制、低利借換
   繰上償還に  より合併後、初めての公債費の減少となっている。

平 成 19 年 度 予 算 額

【平成19年度行革目標】

平 成 19 年 度 予 算 額

※行革目標数値に最大限留意しつつも、病院事業への繰出金の増加及び総合計画策定後の初めての
　 通年予算であり、市民生活において先延ばしできない情報化の地域格差解消となるブロードバンドネ
　 ットワーク整備事業など、合併時より懸案の大型事業についても計上。
　 このため、19年度は、行革目標数値を超過しているものの、引き続き平成21年度の最終年次を照準とし
   て、さらに行財政改革推進計画をすすめていくもの。

１億１,９２０万円の削減

６４０万円の削減
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■ 物件費

【主な削減要素】 【主な増加要素】

・指定管理者制度移行に伴う物件費の抑制 ・小中学校における情報化の実施

・経常経費の節減・倹約 ・職員の退職不補充に伴う臨時保育士賃金の増加

■ 補助金の見直し

・補助金市民ワーキングプラザを受けて、１８８件の補助金を見直し

※前年度当初との比較では、既存補助金を１億２,９３２万円削減し、新規補助金を７,７９０万円計上

■ 公債費の抑制

※前年度の市債借入抑制、繰上償還・低利借換、縁故債の入札実施により減少

　　指定管理者制度の導入

コミュニティ集会施設、運動公園等に続き、観光施設や福祉施設についても指定管理者制度へ移行

観光施設等の第二次分（平成18年9月1日移行）については通年ベースでの予算計上としている。

平成19年度指定管理委託料　　１億６,３６２万円

平成18年度指定管理委託料　　１億７,５８６万円

➯指定管理者制度移行に伴う財政効果額　　１,２２４万円の減

【平成19年度行革目標】

４５億４,２００万円

（行革目標比較　３,１４６万円、０.７％） 

１２億   ３００万円

（行革目標比較　△８,３４４万円、△１.５％） 

（18年度途中で移行した施設分については、通年
　ベースでの指定管理委託料想定額とする。）

平 成 19 年 度 予 算 額 １１億８,５２７万円

【平成19年度行革目標】

平 成 19 年 度 予 算 額

平 成 19 年 度 予 算 額 ５３億９,０５６万円

（行革目標比較　△１,７７３万円、△１.５％） 

【平成19年度行革目標】 ５４億７,４００万円

４５億７,３４６万円
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　　臨時的な財源確保対策

○ （⑱　１２億３,０００万円）

○ （⑱  　１億５,０００万円）

○ （⑱　　１億４８０万円）

（⑱１４億８,４８０万円）

※予算編成時において、未確定歳入の代替財源として計上、年度内で復元努力

　　京丹後市発足以来４年連続で市債残高が減少

⇒　後年度の財政負担を考慮し、市債借入抑制、繰上償還の実施により地方債残高の減少に努めた

 　　税源移譲の影響

○所得税から個人住民税への税源移譲影響額 ５億６,６５５万円増

○定率減税等の廃止

・恒久的減税の廃止による影響額　　 　  　   　　８,４３２万円増

・老年者非課税経過措置廃止による影響額　  　 　２４０万円増

  ２億９,３４０万円　その他特定目的基金の取り崩し

財 政 調 整 基 金 の 取 り 崩 し

減 債 基 金 の 取 り 崩 し

７億６,０００万円　

　三位一体の改革により地方自治体がより身近な行政サービスを効率よく行えるよう、国税（所得
税) を減らし地方税（住民税) を増やすこと。原則、所得税と住民税の負担総額は変わらない。

　一般会計の市債残高は、平成１９年度末で４３３億７,２１４万円と見込んでおり、平成１８年度末市債
残高見込みと比較し、△１１億５６６万円（△２.５％）となり、京丹後市発足以来４年連続の減少となる。

１億２,０００万円　

１１億７,３４０万円　計

◆基金残高の推移（一般会計) 　　　

　　16年度末残高 30億5,707万円⇒17年度末残高 38億5,375万円⇒18年度末残高見込 34億3,751万円

　　⇒19年度末残高見込 24億6,969万円

４６７億９,４５３万円 ４６７億６,５８４万円 ４５５億３,０３２万円 ４４４億７,７８０万円 ４３３億７,２１４万円

対前年度増減額 △２,８６９万円 △１２億３,５５２万円 △１０億５,２５２万円 △１１億５６６万円

対前年度増減率 △０.１％ △２.６％ △２.３％ △２.５％

平成１８年度末
現在高見込

平成１９年度末
現在高見込

平成１５年度末
現在高(合併時)

平成１６年度末
現在高

平成１７年度末
現在高

7



　　住民参加型市場公募債の発行

市民協働のまちづくりを推進するための手段の一つとして、住民参加型市場公募債を発行する。

❖住民参加型市場公募債の発行概要（予定）

３億円

平成１９年１１月下旬

ブロードバンドネットワーク整備事業

　　開かれた予算編成

○

○

・地域復活要望２４事業　　→　　最終追加復活事業　１７事業　　４,３８０万円

※17年度　9事業　5,915万円の復活    18年度 12事業　5,258万円の復活

平成１９年度当初予算に係る各地区要望について、予算の最終決定に先立ち、査定の現状について

各地区に対し要望の結果を開示し、復活要望を徴し調整を図っている。

市民の皆さんに開かれた予算編成を行うため、予算編成方針の公開、予算編成過程の財政課査定・

総務部長査定、市長査定の状況について、それぞれ査定が終了した段階でホームページ公開

活 用 事 業

発 行 額

発 行 時 期
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